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はじめに

公共工事は，その多くが経済活動や国民生活の

基盤となる社会資本の整備を行うものであり，そ

の入札契約に関して国民の疑惑を招くことのない

ようにするとともに，適正な施工を確保し，良質

な社会資本整備のため，効率的に推進されなけれ

ばならない。また公共工事は，契約した時点では

品質が保証されておらず，工事完成後の台風や地

震等に耐えられてはじめて品質が確保されている

か確認できるといった特色を持っている。加え

て，公共工事は多種多様であり，受注者の技術力

も千差万別である。

また公共工事の発注者は，『工事費を適切に見

積ること』『適切な企業を選定すること』『工事の

監督および検査を適切に実施すること』という責

任を有している。

一方，公共工事の最近の状況について目を転じ

てみると，建設投資が大幅に縮小する中で，いわ

ゆるダンピングと言われるようなきわめて低い価

格での落札が急増している。さらに，最低制限価

格を公表している多くの地方公共団体において

は，くじ引きによる落札が頻発している。ダンピ

ング受注は，手抜き工事等により公共工事の品質

低下を誘発するものであり，くじ引き落札は企業

の命運を正に「くじ」に委ねるものであり，健全

な企業を疲弊させるものである。

それでは，今後，公共工事においてどのように

入札制度の改善に取り組むべきなのか。国土交通

省においては，これまでにも「透明性・競争性の

確保」「不正行為の防止」「品質の確保」の三つの

視点から公共調達の改善に取り組んできた。例え

ば，平成１３年４月に施行された「公共工事の入札

及び契約の適正化の促進に関する法律」，平成１５

年６月から実施している談合があった場合の違約

金特約条項の追加，平成９年度以降取り組んでい

るVE方式や総合評価方式などの技術力を活用し

た入札方式などがそれである。

ここでは，「品質の確保」という視点で触れて

みたい。

これまでの取り組み

国土交通省においては，技術力による競争を促

進する観点から，平成９年度以降さまざまな入札・

契約方式を試行してきている。以下は，その取り

組みを経年的に示したものであるが，近年では，

価格のみによらず，品質や性能なども評価して落

札者を決定する総合評価方式に積極的に取り組ん

でおり，平成１４年度は全発注金額の２割，平成１５

年度には２割以上を目標に取り組んでいるところ

である。

平成９年度 VE方式（入札時・契約後）の試

行開始

設計・施工一括発注方式の試行開始

公共工事の入札・契約における
技術力評価の取り組み

国土交通省大臣官房技術調査課
ふじ い まさ と

課長補佐 藤井 政人
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平成１０年度 性能規定発注方式の試行開始

平成１１年度 総合評価落札方式の試行開始（平

成１２年３月には大蔵省と包括協

議）

入札時VE方式で目的物の変更を

認める設計施工提案型を試行

平成１２年度 CM方式の試行開始

「設計・施工一括発注方式導入検

討委員会」（委員長：國島正彦東

京大学教授）において，基本的

方向を報告書としてとりまとめ

平成１３年度 契約後VE方式を公募型以上（２

億円以上）の工事に拡大

平成１４年度 総合評価落札方式を発注金額の２

割を目標に試行

新たな取り組み

� 技術力評価の徹底

前述したように，公共工事の発注者が有する責

任の一つとして『適切な企業を選定すること』が

ある。これは，公共工事の持つ性格を考えれば至

極簡単に導き出せる結論である。すなわち，公共

工事は契約した時点では品質ができていない，と

すれば，その工事の品質を確保できる施工能力を

持つであろうと考えられる企業を選別し，その企

業に施工させる必要がある，ということである。

それでは，企業の施工能力は何によって評価で

きるのであろうか。

第一に，発注しようとする工事と同様な技術力

が要求される工事を施工した経験があるかどうか

ということである。これについては，工事実績情

報サービス（以下，「CORINS」という）があ

り，平成６年度以降の工事実績に関する情報約１２０

万件が蓄積されている。これを活用すれば，どの

企業がいつ頃，どういった内容の工事を施工した

ことがあるかが確認できる。

しかしながら，施工経験の確認は各企業の施工

能力を評価の第一歩に過ぎない。つまり，施工し

た経験はあるが，実際には，施工管理や安全管理

建設マネジメント技術 2004年 6月号 ２３



図―２　中部国際空港（株）で用いられた方式�
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等の面で不具合があった，などということもあり

うる。そこで，第二段階として，入札参加者の選

定に際して「工事成績評定結果」を活用すること

が必要となる。

上記のような考え方に立って，国土交通省にお

いては，平成１５年度から以下に着手したところで

ある。

・一定の工事成績に満たない実績については，実

績として認めない措置

・優良な工事成績を持つ企業のみが参加できる工

事の試行

・指名業者選定に際して，工事成績を今まで以上

の重みで評価

また，国土交通省においては，直轄工事の工事

成績を統合した工事成績データベースの構築を進

めている。当面は，直轄工事での活用と地方公共

団体に対する直轄工事の工事成績評定結果への情

報提供を視野に入れているが，将来的には地方公

共団体が持っている工事成績データも統合してい

くことも想定している（図―１参照）。

第三に，技術者の能力評価である。

施工の良否は，企業の技術力もさることなが

ら，現場を担当する技術者の能力にも左右され

る。国土交通省においては，１億円以上の工事に

おいては配置予定技術者に対して過去の工事の施

工経験を要求し，前述のCORINS により確認し

ている。現在，技術者個人の情報をより容易に検

索できるようシステムの検討を進めているところ

である。

� 民間の技術力を引き出す競争方式

先にも記したように，国土交通省においては平

成９年度より，民間の技術力を引き出し公共工事

に積極的に活用していくために，さまざまな入札

契約方式に取り組んでいる。その代表的な例が

VE方式と総合評価方式である。特に総合評価方

式は，提案の優劣が直接，落札決定に結びつくと

いう観点から，一歩踏み込んだ方式であるといえ

よう。

最近では，中部新国際空港建設工事で採用され

た方式が注目を浴びた。概要は，図―２に示すと
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図―３　水資源機構で試行された方式�
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おりであるが，この方法は，長期間の安定した取

引関係を背景に，最低価格を提示した企業からさ

らにVE提案を求め，企業努力を引き出そうとす

る，民間の調達方式を参考とした方式である。

その後，特殊法人等において，この方式を参考

に入札後に交渉を行う方式が試行されている。図

―３は，独立行政法人水資源機構において採用さ

れた方式である。この方式は，入札後に最低価格

を提示した企業からVE提案を求め，その内容に

ついて協議することによりコスト縮減を目指そう

とするものである。

今後，国土交通省の直轄工事においても，これ

らの交渉方式を参考にしながら，民間の技術力を

引き出す方式を検討していくこととなろう。その

際には，民間企業に対して技術力を発揮しようと

いうインセンティブをどのように与えるかという

点も含めて検討することが必要となろう。

おわりに

国土交通省においては，今後とも，良い品質の

モノをより安く提供する仕組みづくりを進め，技

術力競争がなされる環境の整備を進めていく所存

である。ここで紹介した，統合工事成績データベ

ースや技術者データ検索システムの構築もその一

環である。総合評価方式については，昨年度２月

に事例集とガイドラインをまとめ，地方公共団体

に配布するなど，普及にも努めているところであ

る。

また，これらの取り組みを進めるに当たって

は，発注者側の能力の向上が不可避である。先の

環境整備もその能力補完の一助となるものである

が，昨年度に出された会計検査院の報告によれ

ば，監督・検査さえ満足できない発注者の存在も

指摘されているところである。今後，これらの発

注者を支援する仕組みについても検討を進める必

要があろう。
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はじめに

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関

する法律（以下「適正化法」という）」の施行を

受け，発注者が施工体制を適切に把握するための

点検その他の必要な措置を統一的に行うため，国

土交通省では「工事現場等における施工体制の点

検要領」を定める等の取り組みを行ってきまし

た。

国土交通省の監督職員・検査職員および施工者

が適正な施工体制の確保に関する意識の向上を図

ること，点検時において不備・不足事項があった

場合には，施工者に対し必要な措置を行うこと，

また，公共工事発注機関の連携を図ることを目的

として，昨年度に引き続き，全国一斉に施工体制

に関する点検を実施しました。

点検は，配置技術者の専任および常駐の状況や

その同一性の把握，施工体制台帳の備え付け，施

工体系図および建設業許可票等の掲示を中心に実

施し，さらに今年度より，元請負業者の実質関与

に関する点検を実施しました。点検には国土交通

省だけでなく，すべての都道府県および政令市が

参加するとともに，今年度より関係公団等とも連

携し，同様の取り組みを行いました。

ここでは国土交通省直轄工事における，施工体

制に関する全国一斉点検の実施結果について紹介

します。

国土交通省直轄工事における
実施方法

� 点検時期

平成１５年１０月から１１月を全国一斉点検期間と

し，期間内に任意の実施日を定めました。

� 点検対象工事

請負金額が２，５００万円以上の工事（建築一式工

事においては，５，０００万円以上の工事），低入札価

格調査制度調査対象工事（以下「低入札工事」と

いう）および低入札工事以外で重点的な監督業務

を実施する工事（以下「監督強化工事」という）

を対象としました。


 点検内容

建設業法，適正化法等に定める技術者の配置，

施工体制台帳の整備状況等以下の項目を点検項目

としました。

【基本点検項目】

�建設業許可票の掲示，�建退共適用事業場であ

る旨の掲示，�労災保険関係成立票の掲示，�工

事カルテの登録申請状況，�技術者の同一性

【監理技術者の配置等に係る点検項目】

�監理技術者資格者証の提示，�施工体制台帳の

備え付け，�施工体系図の掲示

【元請負業者の実質関与に関する点検項目】（今年

度より実施）

施工体制に関する全国一斉点検の
実施結果について

（前）国土交通省大臣官房技術調査課
まえかわ りょう た

技術管理係長 前川 亮太
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�技術者専任，�発注者との協議，�住民への説

明，�官公庁等への届け出等，�近隣工事との調

整，�施工計画，�工程管理，�出来型品質管

理，�完成検査，	安全管理，
下請けの施工調

整および指導監督

� 点検方法

点検は監督職員以外の職員による抜き打ち点検

とし，各地方整備局においては，工事監視官，工

事検査官および港湾空港整備課長等，各事務所に

おいては，副所長，工事施工管理官および工務課

長等により行いました。なお，各工事現場では，

主任監督員等の監督職員の立会の上で関係資料の

提示を求め実施しました。

国土交通省直轄工事の点検結果

全体で１，９５５件の工事（うち土木工事が１，７３５

件，官庁営繕工事が２２０件）を点検しました。こ

れは同時期の稼動中工事１１，９３７件の約１６％に相当

します。

� 基本点検項目

建設業許可票の掲示については，昨年度は元請

負業者のみの許可票を掲示している工事が多くあ

りましたが，今年度は改善が見られました。な

お，元請負業者のみの許可票を掲示している工事

については，下請業者も含めた許可票を掲示する

よう是正指示を行い，事後の確認を実施しまし

た。

建退共適用事業場である旨の掲示および労災保

険成立票の掲示については，一部に掲示が見られ

ないものがあったため，施工者に対し是正指示を

行い，事後に改善の確認を実施しました。

工事カルテの登録申請状況については，ほとん

どすべての工事において登録申請が行われていま

したが，登録申請日が契約後１０日以上かかってい

る件数が約１０％あったため，施工者に対し是正指

示を行いました。

技術者の同一性については，すべての工事にお

いて同一人であることを確認しました。

� 監理技術者の配置等に係る点検項目

監理技術者資格者証については，点検時におい

て一部の工事で資格者証が確認できなかったた

表―１ 点検件数

a．点検件数 b．稼動中の工事件数 c．点検件数割合

a１．
aのうち
低入札工事
件数

a２．
aのうち

監督強化工事
件数

b１．
bのうち
低入札工事
件数

b２．
bのうち

監督強化工事
件数

a／b a１／b１ a２／b２

１，９５５ １９６ １９ １１，９３７ ３２５ ５８ １６％ ６０％ ３３％

表―２ 基本点検項目の点検結果

点検項目 建設業許可票の掲示 建退共適用事業場である旨の掲示 労災保険成立票の掲示

点検結果
元請・下請
ともに掲示

元請のみ
掲示

掲示あり 掲示なし 掲示なし
他の制度等
により加入
不必要

掲示あり 掲示なし

工事件数 １，４６７ ４７５ １３ １，８９２ ３１ ３２ １，９３５ ２０

点検項目 工事カルテの登録申請状況 技術者の同一性

点検結果
契約後１０日
以内に
登録申請

契約後１０日
以上経過後
に登録申請

登録申請
なし

同一人で
あった

同一人で
なかった

不在

工事件数 １，７２２ ２３２ １ １，９４３ ０ １２

建設マネジメント技術 2004年 6月号 ２７



４

５

め，施工者に対し資格者証を携帯するよう是正指

示を行い，事後に改善の確認を実施しました。

施工体制台帳の備え付けについては，一部の工

事で添付書類の不足や記載内容に不備が確認され

たため，是正指示を行い，事後に改善の確認を実

施しました。

施工体系図の掲示については，昨年度は現場関

係者または公衆が見やすい場所の片方のみ掲示し

ている工事が一定数ありましたが，今年度は改善

が見られました。なお，現場関係者または公衆が

見やすい場所の片方のみ掲示している工事につい

ては，現場関係者および公衆が見やすい場所の両

方に掲示するよう是正指示を行い，事後に改善の

確認を実施しました。


 元請負業者の実質関与に関する点検項目

（今年度より実施）

今年度より先述の１１項目について点検を実施し

ました。

その結果，下請施工分の完成検査の実施，安全

管理等において，書面での記録が不十分であった

ものが見受けられたので，是正の指示をし，事後

に改善の確認を実施しました。

今回，こうした個々の関与状況について，書面

等による確認点検を実施したことが，施工者の実

質関与の徹底につながり，適正な施工体制の確保

が図られるものと期待されます。

� 総 括

点検項目の一部に不備・不足事項がありました

が，建設業法，適正化法等の重大な違反に該当す

る工事現場は見受けられませんでした。なお，不

備・不足事項のある工事については，是正の指示

をし，事後に改善の確認を実施しました。

地方公共団体および関係公団等
の取り組み状況

４７都道府県，１３政令指定都市のすべてが点検に

参加するとともに，今年度より８の関係公団等が

新たに参加し，同様の取り組みを行いました。

点検による効果等

今回の点検を実施することにより，発注者，施

工者とも，建設業法，適正化法に関する理解が深

まり，適正な施工体制の確保に関する意識の向上

が図られました。建設業許可票の掲示や施工体系

図の掲示においては，昨年度に比べ改善が見られ

ました。

一部の工事で，点検時において不備・不足事項

があったため，施工者に対し是正指示を行い，事

後に改善の確認を実施しました。

また，今回の点検に，多くの地方公共団体およ

び関係公団等が参加し，公共工事発注機関の連携

が図られました。

今後とも，地方公共団体および関係公団等との

情報交換を行い，公共工事発注機関の連携を強化

し，適正な施工体制の確保を図るため，所要の施

策を講じてまいります。

表―３ 監理技術者の配置等に係る点検項目の点検結果

点検項目 監理技術者資格者証の提示

点検結果 確認できた 確認できなかった

工事件数 １，６２７ ２５

点検項目 施工体制台帳の備え付け 施工体系図の掲示

点検結果

現場で備え
付けている
ことを確認
できた

現場で備え付け
ていることを確
認できたが，不
足があった

確認できな
かった

対象外

工事現場の関
係者および公
衆の見やすい
場所の両方に
掲示

工事現場の関係
者または公衆の
見やすい場所の
片方のみに掲示

掲示なし 対象外

工事件数 １，３５２ １８１ ５ ９ １，４０２ １２４ １２ ９
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0%

H14

H15 75% 24%

24% 75%
1%

1%

建設業許可票の掲示�

元請・下請ともに掲示� 元請のみ掲示� 掲示なし�

【基本点検項目】�

【監理技術者の配置等に係る点検項目】�

平成 15年度　施工体制に関する全国一斉点検�
点検結果の昨年度との比較�

20% 40% 60% 80% 100%

0%

H14

H15 91% 8%

81% 18%
1%

1%

施工体系図の掲示�

（注）　1．小数点以下は四捨五入している。�
　　　2．皆無ではないが四捨五入により０％となっている。�

現場および公衆両方に掲示� 現場または公衆片方に掲示�
掲示なし�

20% 40% 60% 80% 100%

0%

H14

H15 99%

99%
1%

1%

労災保険成立票の掲示�

掲示あり� 掲示なし�

20% 40% 60% 80% 100%

0%

H14

H15 98%

99%
1%

2%

監理技術者資格者証の提示�

確認できた� 確認でなかった�

20% 40% 60% 80% 100%

0%

H14

H15 98%

98%
2%

2%

建退共適用事業場である旨の掲示�

掲示あり� 掲示なし�

20% 40% 60% 80% 100%

0%

H14

H15 100%

100%
0%

0%

技術者の同一性�

同一人であった� 同一人でなかった�

20% 40% 60% 80% 100%

0%

H14

H15 注２�100%

99%
1%

0%

施工体制台帳の備え付け�

現場で備え付けていることを確認できた�
確認できなかった�

20% 40% 60% 80% 100%

0%

H14

H15

注２�

注２�100%

100%
0%

0%

工事カルテの登録申請状況�

登録申請あり� 登録申請なし�

20% 40% 60% 80% 100%
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（参考）整備局等別の点検結果一覧

整備局等 事業
種別

a．点検件数 b．稼働中の工事件数 点検件数割合

a１．

aのう
ち低入
札工事
件数

a２．

aのう
ち監督
強化工
事件数

b１．

bのう
ち低入
札工事
件数

b２．

bのう
ち監督
強化工
事件数

（稼 動
中の工
事件数
に対す
る点検
件数の
割合）

a／b
a１／b１ a２／b２

建設業許可票の掲示
建退共適用事業
場である旨の

掲示

元請・
下請と
もに掲
示

元請の
み掲示

掲示
なし

掲示
あり

掲示
なし

本 省

土木 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ― ― ― ０ ０ ０ ０ ０
営繕 １７ １ ０ ５８ １ ０ ２９．３％１００．０％ ― ７ １０ ０ １０ １

合計 １７ １ ０ ５８ １ ０ ２９．３％１００．０％ ― ７ １０ ０ １０ １

北海道開発局

土木 １０２ ６ ０ １，５９６ １０ ４ ６．４％ ６０．０％ ０．０％ ７７ ２３ ２ １０２ ０
営繕 １４ ５ ０ ３０ ６ ０ ４６．７％ ８３．３％ ― ４ １０ ０ １４ ０

合計 １１６ １１ ０ １，６２６ １６ ４ ７．１％ ６８．８％ ０．０％ ８１ ３３ ２ １１６ ０

東北地方整備局

土木 ２１１ １４ ０ １，１７９ １８ ０ １７．９％ ７７．８％ ― １８７ ２１ ３ ２０８ ３
営繕 ２０ ５ ０ ３４ ５ ０ ５８．８％１００．０％ ― ２０ ０ ０ ２０ ０

合計 ２３１ １９ ０ １，２１３ ２３ ０ １９．０％ ８２．６％ ― ２０７ ２１ ３ ２２８ ３

関東地方整備局

土木 ２５２ ５０ ２ ２，２７３ ７５ ２ １１．１％ ６６．７％１００．０％ １７６ ７６ ０ ２４８ １
営繕 ３９ ４ ０ ３９ ４ ０１００．０％１００．０％ ― ４ ３５ ０ ３２ ４

合計 ２９１ ５４ ２ ２，３１２ ７９ ２ １２．６％ ６８．４％１００．０％ １８０ １１１ ０ ２８０ ５

北陸地方整備局

土木 １２３ ２６ １０ ９０８ ２８ １５ １３．５％ ９２．９％ ６６．７％ ９７ ２４ ２ １１８ ２
営繕 ７ ２ ０ １９ １ ０ ３６．８％２００．０％ ― ４ ３ ０ ６ １

合計 １３０ ２８ １０ ９２７ ２９ １５ １４．０％ ９６．６％ ６６．７％ １０１ ２７ ２ １２４ ３

中部地方整備局

土木 １２３ ７ ０ １，１４７ １２ ０ １０．７％ ５８．３％ ― １００ ２３ ０ １２１ １
営繕 １１ １ ０ ６１ ３ ０ １８．０％ ３３．３％ ― １ １０ ０ ９ １

合計 １３４ ８ ０ １，２０８ １５ ０ １１．１％ ５３．３％ ― １０１ ３３ ０ １３０ ２

近畿地方整備局

土木 ３６６ ３５ １ １，１５３ ８３ ２０ ３１．７％ ４２．２％ ５．０％ ２６８ ９３ ５ ３６３ ３
営繕 ５０ ３ ０ １００ ４ １ ５０．０％ ７５．０％ ０．０％ ２９ ２１ ０ ４９ １

合計 ４１６ ３８ １ １，２５３ ８７ ２１ ３３．２％ ４３．７％ ４．８％ ２９７ １１４ ５ ４１２ ４

中国地方整備局

土木 ２０６ １２ ０ ９５１ ２５ ７ ２１．７％ ４８．０％ ０．０％ １９１ １５ ０ ２０１ ３
営繕 １２ ６ ０ ４５ ８ ０ ２６．７％ ７５．０％ ― ０ １２ ０ １２ ０

合計 ２１８ １８ ０ ９９６ ３３ ７ ２１．９％ ５４．５％ ０．０％ １９１ ２７ ０ ２１３ ３

四国地方整備局

土木 １２２ ４ ６ ５１２ ５ ９ ２３．８％ ８０．０％ ６６．７％ １００ ２１ １ １２１ ０
営繕 １０ ３ ０ １７ ３ ０ ５８．８％１００．０％ ― ２ ８ ０ １０ ０

合計 １３２ ７ ６ ５２９ ８ ９ ２５．０％ ８７．５％ ６６．７％ １０２ ２９ １ １３１ ０

九州地方整備局

土木 １３９ ４ ０ １，４６０ １８ ０ ９．５％ ２２．２％ ― １１４ ２５ ０ １３７ ０
営繕 ０ ０ ０ ４３ ５ ０ ０．０％ ０．０％ ― ０ ０ ０ ０ ０

合計 １３９ ４ ０ １，５０３ ２３ ０ ９．２％ １７．４％ ― １１４ ２５ ０ １３７ ０

沖縄総合事務局

土木 ６３ ５ ０ ２０３ ８ ０ ３１．０％ ６２．５％ ― ５２ １１ ０ ６１ ２
営繕 １ ０ ０ １ ０ ０１００．０％ ― ― １ ０ ０ １ ０

合計 ６４ ５ ０ ２０４ ８ ０ ３１．４％ ６２．５％ ― ５３ １１ ０ ６２ ２

東京航空局

土木 ８ ０ ０ １３ ０ ０ ６１．５％ ― ― ６ ２ ０ ８ ０
営繕 １６ ２ ０ ４５ ２ ０ ３５．６％１００．０％ ― ５ １１ ０ １１ ０

合計 ２４ ２ ０ ５８ ２ ０ ４１．４％１００．０％ ― １１ １３ ０ １９ ０

大阪航空局

土木 ２０ ０ ０ ２０ ０ ０１００．０％ ― ― １３ ７ ０ １８ ２
営繕 ２３ １ ０ ３０ １ ０ ７６．７％１００．０％ ― ９ １４ ０ １２ ６

合計 ４３ １ ０ ５０ １ ０ ８６．０％１００．０％ ― ２２ ２１ ０ ３０ ８

全国計

土木 １，７３５ １６３ １９ １１，４１５ ２８２ ５７ １５．２％ ５７．８％ ３３．３％ １，３８１ ３４１ １３ １，７０６ １７
営繕 ２２０ ３３ ０ ５２２ ４３ １ ４２．１％ ７６．７％ ０．０％ ８６ １３４ ０ １８６ １４

合計 １，９５５ １９６ １９ １１，９３７ ３２５ ５８ １６．４％ ６０．３％ ３２．８％ １，４６７ ４７５ １３ １，８９２ ３１
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基本点検項目 監理技術者の配置等に係る点検項目

労災保険
成立票の掲示

工事カルテの
登録申請状況 技術者の同一性

監理技術者
資格者証の
提示

施工体制台帳の
備え付け 施工体系図の掲示

他の制
度等に
より加
入不必
要

掲示
あり

掲示
なし

契約後
１０日以
内に登
録申請

契約後
１０日以
上経過
後に登
録申請

登録申
請なし

同一人
であっ
た

同一人
でなか
った

不在 確認で
きた

確認で
きなか
った

現場で
備え付
けてい
ること
を確認
できた

現場で
備え付
けてい
ること
を確認
できた
が，不
足があ
った

確認で
きなか
った

対象外

工事現
場の関
係者お
よび公
衆の見
やすい
場所の
両方に
掲示

工事現
場の関
係者ま
たは公
衆の見
やすい
場所の
片方の
みに掲
示

掲示
なし 対象外

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
６ １７ ０ １３ ４ ０ １７ ０ ０ １６ ０ １７ ０ ０ ０ １６ １ ０ ０

６ １７ ０ １３ ４ ０ １７ ０ ０ １６ ０ １７ ０ ０ ０ １６ １ ０ ０

０ １０２ ０ ９４ ８ ０ １００ ０ ２ ８０ ０ ６０ ９ ２ ０ ６１ ８ ２ ０
０ １４ ０ ９ ５ ０ １３ ０ １ ８ ０ １２ １ ０ ０ １１ ２ ０ ０

０ １１６ ０ １０３ １３ ０ １１３ ０ ３ ８８ ０ ７２ １０ ２ ０ ７２ １０ ２ ０

０ ２０８ ３ １９６ １５ ０ ２１１ ０ ０ １７２ ０ １２２ １６ ０ ０ １２５ １２ １ ０
０ ２０ ０ １７ ３ ０ ２０ ０ ０ １８ ０ １６ ３ ０ ０ １９ ０ ０ ０

０ ２２８ ３ ２１３ １８ ０ ２３１ ０ ０ １９０ ０ １３８ １９ ０ ０ １４４ １２ １ ０

３ ２５１ １ ２３４ １８ ０ ２４９ ０ ３ ２１７ ９ １９８ １８ １ ０ １９６ １７ ４ ０
３ ３９ ０ ２１ １８ ０ ３９ ０ ０ ３５ ０ ３２ ３ １ ０ ３３ １ ２ ０

６ ２９０ １ ２５５ ３６ ０ ２８８ ０ ３ ２５２ ９ ２３０ ２１ ２ ０ ２２９ １８ ６ ０

３ １２２ １ １１３ １０ ０ １２１ ０ ２ ８４ ４ ７７ ２０ １ ２ ８８ １１ ０ １
０ ７ ０ ６ １ ０ ６ ０ １ ４ １ ３ ２ ０ ０ ２ ３ ０ ０

３ １２９ １ １１９ １１ ０ １２７ ０ ３ ８８ ５ ８０ ２２ １ ２ ９０ １４ ０ １

１ １２３ ０ １１１ １２ ０ １２２ ０ １ １０２ ３ ８８ １０ ０ ４ ８９ ９ ０ ４
１ １１ ０ ８ ３ ０ １１ ０ ０ ９ ０ ４ ２ ０ ０ ６ ０ ０ ０

２ １３４ ０ １１９ １５ ０ １３３ ０ １ １１１ ３ ９２ １２ ０ ４ ９５ ９ ０ ４

０ ３６０ ６ ３１５ ５１ ０ ３６６ ０ ０ ３０２ ０ ２４６ ４１ ０ １ ２５９ ２５ ３ １
０ ４９ １ １３ ３６ １ ４９ ０ １ ４５ ０ ３４ ４ ０ ０ ３５ ３ ０ ０

０ ４０９ ７ ３２８ ８７ １ ４１５ ０ １ ３４７ ０ ２８０ ４５ ０ １ ２９４ ２８ ３ １

２ ２０４ ２ １８０ ２６ ０ ２０６ ０ ０ １７３ ６ １３５ １５ ０ １ １４２ ７ ０ ２
０ １２ ０ １２ ０ ０ １２ ０ ０ ７ ０ ９ ２ ０ ０ １１ ０ ０ ０
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